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１．はじめに 

2015年の台風発生数は27個であり、平年値を上回

っていた。2014年6月から19ヶ月の間、毎月1個以上

連続して台風が発生しており、1月から12月まで1年

を通じて毎月台風が発生したのは、気象庁の統計が

始まった1951年以降で初めてのことである。台風被

害の増大が懸念されるため、沿岸防災研究室では、

各地方整備局や港湾空港技術研究所等と協力して、

港湾部で被害が発生した台風を中心に現地調査を行

い、被害や特徴などについてとりまとめ、Web等で報

告している1)。また、将来の地球温暖化等による高

潮被害への影響についても検討を行っている2)。 

２．高潮災害に関する現地調査  

表は、2015年度に実施した現地調査の概要である。

今年発生した27個の台風のうち11個が7月末までに

発生しており，そのうちの一つが瀬戸内海地方を中

心に高潮による被害をもたらしている。 

表 現地調査の概要 

調査箇所 調査内容 調査日 

高松港・

宇野港 

台風11号による高潮災害 7/22～23 

釧路港 低気圧による高潮災害 10/7 

根室港 台風23号が変化した 

低気圧による高潮災害 

10/13～14 

 

写真 根室港の浸水状況（10/8 13時頃） 

また、2015年の台風の特徴として、一つの台風が

台風の勢力を維持していた期間の平均値が7.4 日と

最も長くなっている。このため、台風が北上した後

も勢力が衰えない場合があり、10月には北海道の根

室港で高潮による被災が発生している。 

写真は、台風23号が変化した低気圧の通過時の根

室港の様子である。小型船舶の利用に供するため、

岸壁の天端が低く設定されており、岸壁を超えて浸

水した高潮は背後の建物や倉庫まで達している。 

３．地球温暖化等にともなう高潮被害の影響の検討 

図は、東京湾を対象に将来の地球温暖化による台

風の強大化と海面上昇を考慮した場合について高潮

シミュレーションを行った結果を現在気候の場合と

比較したものである。この場合、浸水面積は現在気

候と比べて堤外地で1.8倍程度、堤内地で5.3倍程度

増加している。同様の検討を三大湾の他の地域でも

行い、沿岸部の高潮に対する脆弱性を評価し、浸水

被害から安全性を確保する方策を検討していきたい。 

  

図 高潮シミュレーション結果（東京湾の一部） 

（左：現在気候、右：将来気候／海面上昇考慮) 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研HP：根室港高潮被災調査結果  

http://www.ysk.nilim.go.jp/oshirase/press-release20

151204-01.pdf 

2) 淺井・伊藤：沿岸域学会研究討論会、2015． 
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１．はじめに 

IPCC第5次評価報告書では、気候システムにおいて

温暖化が進んでいることには疑う余地はないとされ

た。世界平均気温の上昇等に関する目標が達成され

たとしても、我が国に気候変動の影響を生ずる可能

性があり、その影響への適応を計画的に進めること

が必要という認識があった。これを受けて、気候変

動の各分野への影響を関係府省が検討し、政府全体

として初めての適応計画の策定が11月に行われた。  

２．方向性の位置付け  

 港湾分野では、政府全体の適応計画の策定に貢献

すべく、東京大学佐々木淳教授を委員長とする検討

委員会を2014年7月に設置して、交通政策審議会答申

「地球温暖化に起因する気候変動に対する港湾政策

のあり方」（2009年3月）における適応策の進捗状況

および第5次評価報告書における変更点への対応に

ついて検討を行い、気候変動への影響と適応の方向

性を今年7月にとりまとめた。沿岸防災研究室は、検

討委員会のとりまとめに対して技術支援を行った。

なお、2009年の答申は、IPCC第4次評価報告書（2007）

をもとにした防災・保全部会での議論を踏まえて、

審議会でとりまとめたものである。 

３．方向性の概要 

図-1は、気候変動と港湾分野への影響について模

式的に示したものである。強い台風の増加等による

高潮偏差・波浪の増大と、中長期的な海面水位の上

昇が、堤外地・堤内地における高潮等の災害リスク

増大や港湾活動の維持に対して深刻な影響を与える

と考えられる。図-2は、このうち干潟・浅場および

堤外地について、構造物への影響のイメージを具体

的に示したものである。 

このため、方向性のとりまとめにおいては、海象

のモニタリングを行いながら気候変動による影響の

兆候を的確に捉え、港湾および背後地の社会経済活

動ならびに土地利用の中長期的な動向を勘案して、

ハード・ソフトの施策を最適な組み合わせ（ベスト

ミックス）で戦略的かつ順応的に進めていくことと

されている。 

４．方向性の実現に向けて 

方向性の実現に向けて、沿岸防災研究室では、適

応策の検討の前提となる被害想定の設定等に必要な、

波浪・潮位観測技術の向上や将来の災害リスクを適

切に評価する手法に関する研究を進めている。 

 

図-1 気候変動と港湾分野への影響

 

図-2 沿岸部の構造物への影響のイメージ 

☞詳細情報はこちら 

1) 国交省HP：沿岸部（港湾）における気候変動の影響及

び適応の方向性 

http://www.mlit.go.jp/common/001094573.pdf 
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